
事業評価 G長 評価企画 T長 係 担当 G長 担当 T長 担当者 

      

 

事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 20 年 1 月 28 日 

担当ｸﾞﾙｰﾌﾟ・ﾁｰﾑ：地球環境部第三ｸﾞﾙｰﾌﾟ・防災ﾁｰﾑ 

 

1. 案件名 

カリブ災害管理プロジェクトフェーズ 2 

2. 協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

 本プロジェクトは、カリブ災害緊急対策機関（Caribbean Disaster Emergency Response 

Agency:以下 CDERA）およびパイロット 5カ国（ドミニカ、セントルシア、グレナダ、ガイ

アナ、ベリーズ）の洪水管理能力の向上を目指すものである。具体的には、各国 1 箇所の

パイロットサイトにおいて CDERA 主導の下に洪水ハザードマップ作成、コミュニティ防災

計画策定、早期警戒体制構築等の活動を行い、その活動を通じて CDERA および各国の防災

関連機関の洪水管理能力の向上を図る。また、域内の水文情報の共有を容易にするため、

CDERA の関連機関であるカリブ水文気象学研究所（Caribbean Institute of Meteorology and 

Hydrology：以下 CIMH）にウェブベースの水文データベースを構築する。 

(2) 協力期間 

 2008 年 7 月から 2011 年 6 月（3年間） 

(3) 協力総額（日本側） 

 2.3 億円 

(4) 協力相手先機関 

 カリブ災害緊急対策機関（CDERA）、パイロット 5 カ国（ドミニカ、セントルシア、グレ

ナダ、ガイアナ、ベリーズ）の防災機関 

 なお、西インド諸島大学トリニダード・トバゴ校（UWI TT）およびジャマイカ校(UWI 

Jamaica)がプロジェクト実施に協力する。 

(5) 受益対象者 

 直接受益者 

CDERA（カリブ災害緊急対策機関）およびその関連機関である CIMH（カリブ水文気象学

研究所）の職員 

ドミニカ、セントルシア、グレナダ、ガイアナおよびベリーズの防災機関職員 

パイロットサイトの住民 

 間接受益者 



  CDERA 加盟国の洪水危険地域の住民 

3. 協力の必要性・位置づけ 

(1) 現状と問題点 

 カリブ海の東側に連なる大小アンティル諸島は、大型のハリケーン、洪水をはじめとす

る災害により大きな被害を受けやすい地域である。カリブ地域は経済規模の小さな国が多

いことから、自力でこれらの災害に対処することが難しく、このため同地域の国々は国連

の指導のもと、1991 年に CDERA を設立した。当初 CDERA は、災害被害に対する緊急対応の

調整機関として設立されたが、現在は緊急対応に加え、事前対応を含んだ総合的な災害管

理を行う機関として活動している。他方、CDERA は人的資源、機材ならびに災害予防に関す

る技術力不足のため、総合的な災害管理を行う機関としての体制が整っていない。このよ

うな状況の下、2000 年の日カリコム閣僚レベル会合では、日本がカリブ地域の防災に関す

る協力を促進していくことが確認された。この流れを受け、2002-2006 年に技術協力プロジ

ェクト「カリブ地域災害管理プロジェクト（以下フェーズ 1）」が実施された。 

 フェーズ 1は、CDERA のハザードマップ作成およびコミュニティ防災計画策定に関する能

力向上を目的とし、CDERA を中心とした防災組織体制の確立、パイロット国であるバルバド

ス、トリニダード・トバゴ、セントビンセントにおける洪水ハザードマップ作成およびコ

ミュニティ防災計画の策定、関連マニュアルの整備等の成果をあげた。 

しかしながら、今後さらに被害を軽減していくためには洪水解析および洪水ハザードマ

ップに関する精度の向上およびこれらを活用した洪水早期警戒体制の構築等が必要となる

こと、フェーズ 1 において継続的な水文データ収集の必要性が指摘されたこと、および近

年気候変動の影響とも考えられる大型ハリケーンや集中豪雨によりカリブ地域では洪水被

害が拡大しており、他の CDERA 加盟国への洪水対策の普及が急務となっていることから、

本プロジェクト（フェーズ 2）が要請された。 

 

(2) カリブ地域防災計画上の位置づけ 

 カリブ地域では、総合災害管理（CDM）戦略およびカリブ地域コミュニティプログラムフ

レームワーク（2005-2015）を策定し、次のような優先分野において、防災対策を推進する

こととしている。 

 ハザードマッピングおよび危険度評価 

 洪水管理 

 地域防災計画策定 

 早期警戒体制の確立 

 気候変動対策 

 防災知識の強化 

本プロジェクトはこれらの戦略実施に対して大きく寄与するものである。 

 



(3) 日本の援助政策、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ 

 日本は、カリブ共同体・共同市場（Caribbean Community and Common Market: CARICOM）

との間で 1993 年より毎年日カリコム事務レベル協議を開催しており、2000 年 11 月には日

カリコム閣僚レベル会合を東京で開催し、「21 世紀における日カリコム協力のための新たな

枠組み」を採択した。その中で、日本は自然災害に対処し、予防・復興機構を確立するた

めの適切な資源の整備に対する協力、また、災害予防、緊急対応および災害管理に係る地

域機関、国家機関の制度的強化の促進に対する協力を謳っている。また、その後の事務レ

ベル協議においても同方針の継続を確認している。 

4. 協力の枠組み 

プロジェクト目標「CDERA およびパイロット 5カ国における洪水管理能力が向上する」

を達成するため、以下の活動を行う。 

第 1 に、パイロットサイトにおいて水文気象観測機材の設置、洪水解析、洪水ハザー

ドマップ作成、コミュニティ防災計画策定等を通じて、洪水早期警戒体制を確立する。

第 2 に、これらのパイロットサイトにおける活動結果をフェーズ 1 で作成したマニュア

ルに反映し、セミナー・ワークショップにて知見を共有することにより、CDERA およびパ

イロット 5 カ国の防災関連機関の能力向上を図る。第 3 に、域内の水文情報の共有を容

易にするため、CIMH にウェブベースの水文データベースを構築する。 

なお、上記活動は CDERA が主体的に行うものとし、JICA 専門家はフェーズ１において

移転された技術の質的向上を目指しつつ、これを支援する。 

 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

①協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

＜目標＞ 

CDERA およびパイロット 5カ国における洪水管理能力が向上する 

＜指標・目標値＞  

1. CDERA が中心となってパイロット 5 カ国の防災関連機関と協力し、パイロットサイ

トにおいて洪水ハザードマップおよびコミュニティ防災計画（以下 CDMP）が作成さ

れ、洪水早期警戒体制が確立される 

2. CDERA およびパイロット 5 カ国の防災関連機関によって、パイロットサイト以外の

地域で同様のプロジェクトを実施するためのアクションプランが作成される 

  

②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

＜目標＞ 

コミュニティにおける洪水対応能力の強化を通じて、CDERA 加盟国における災害被害が

軽減される 

＜指標・目標値＞  



1.加盟国における年間の被災者数が減少する 

2.加盟国における年間の被害額が減少する  

(2) 成果（アウトプット）と活動 

成果 1：洪水早期警戒体制がパイロットサイトで確立され、実施される 

活動：1-1. パイロットサイトにおいて水文気象観測機材を設置し、観測を開始する 

   1-2. パイロットサイトにおいて GIS データベースを整備する 

   1-3. パイロットサイトにおいて洪水解析を行う 

   1-4. パイロットサイトおいて浸水地域、避難所、避難ルート等を示す洪水ハザ

ードマップを作成する 

   1-5. パイロットサイトにおいて CDMP 作成のためのコミュニティ情報を収集す

る 

   1-6. パイロットサイトにおいて CDMP を作成する 

   1-7. パイロットサイトにおいて洪水早期警戒体制を確立する 

   1-8. パイロットサイトにおいて CDMP に基づく避難訓練を実施する 

   1-9. パイロットサイトにおいて Disaster Imagination Game(DIG)を実施する 

        1-10. パイロット 5 カ国の防災関連機関職員を対象とし、水文観測および CDMP

に関する本邦研修を実施する 

  （指標・目標値） 

1. 全てのパイロットサイトにおいて洪水ハザードマップが作成される 

2. 全てのパイロットサイトにおいて CDMP が作成される 

3. 全てのパイロットサイトにおいて洪水早期警戒体制が構築される 

成果 2：洪水ハザードマップ作成および洪水早期警戒に関する CDERA およびパイロット

5カ国の能力が向上する 

  活動：2-1. パイロットサイトにおける活動結果に基づき、フェーズ 1で作成された洪

水ハザードマップマニュアルを改訂する（洪水ハザードマップの作図標準の

確立を含む） 

     2-2. パイロットサイトにおける活動結果に基づき、フェーズ 1 で作成された

CDMP マニュアルを改訂する 

     2-3. 洪水早期警戒マニュアルを作成する 

     2-4. CDERA、CIMH 等の職員・研究者およびパイロット 5 カ国の防災関連機関職

員を対象とし、洪水ハザードマップ、CDMP、洪水早期警戒体制および DIG フ

ァシリテーションに関する本邦研修を実施する 

     2-5. 洪水早期警戒体制に関するワークショップおよびセミナーを開催する 

2-6.パイロットサイトでの活動結果に基づき、他の地域への普及を図るための

アクションプランを作成する 

 



  （指標・目標値） 

     1.パイロットサイトでの活動結果を反映して、洪水ハザードマップマニュアル

が改訂される 

     2. パイロットサイトでの活動結果を反映して CDMP マニュアルが改訂される 

     3. 洪水早期警戒体制構築マニュアルが作成され、全ての関係機関に配布される

     4.ハザードマップおよびコミュニティ防災計画を活用した洪水早期警戒体制構

築に関するワークショップが年 2回以上実施される 

成果 3：CIMH に水文データベースが構築され、利用される 

  活動：3-1. 水文データの収集・管理状況を評価する。 

     3-2. ウェブベースの水文データ収集・管理・共有プログラムを開発する。 

     3-3. 地域、国レベルにおいて、水文データの収集・管理・共有のためのコンピ

ュータ、ソフトウェアおよび周辺機器を設置する。 

     3-4. 地域、国レベルにおいて、水文データの入力・共有に関する研修を実施す

る。 

  （指標・目標値） 

     1. CDERA 加盟国の防災関連機関からの上記プログラムを通じた定期的な水文デ

ータ提供がある 

     2. CDERA 加盟国の防災関連機関からの上記プログラムを通じた定期的な水文デ

ータベースへのアクセスがある 

(3) 投入（インプット） 

① 日本側 

1)下記分野の専門家派遣 

・ 災害情報分析 

・ 洪水解析 

・ 洪水ハザードマップ／早期警戒体制構築 

・ コミュニティ防災計画 

・ 水文データベース 

・ DIG 

2)機材供与 

観測機器、データベース関連機器等 

3)カウンターパート研修 

年間数名程度 

② CDERA 側 

1） カウンターパートの配置 

2） 執務環境（執務室、設備）の整備 

3） プロジェクト運営管理費の確保 



 

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

① 前提条件 

1） カウンターパートが当初予定通り配置される。 

2） プロジェクト予算が当初予定通り確保される。 

② 成果達成のための外部条件 

1） 技術移転を受けたカウンターパートが現在の職場に留まる。 

③ プロジェクト目標達成のための外部条件 

1） カリブ共同体の防災政策に大幅な変更がない。 

2） CDERA および各国防災機関に対して予算・人員が適切に配分される。 

3） 急激な自然環境変化が発生しない。 

④ 上位目標達成のための外部条件 

1） 包括的災害管理戦略（CDM）が実行される。 

5. 評価 5 項目による評価結果 

(1) 妥当性 

本プロジェクトは以下の点から妥当性が高いと判断できる。 

 CDERA は総合防災戦略の一環としてカリブ地域コミュニティプログラムフレームワー

ク（2005-2015）を策定し、防災能力の向上を目指している。本プロジェクトもこのフ

レームワークに沿った形で要請されており、カリブ地域の総合防災戦略と合致する。

また、防災に関する他ドナーの支援もこの枠組みの中で整理されているため、各ドナ

ーの役割分担は明確である。 

 また、我が国は 2000 年 11 月に策定された「21 世紀における日カリコム協力のための

新たな枠組み」の中で、予防・復興機構を確立するための適切な資源の整備に対する

協力、また、災害管理に係る地域機関、国家機関の制度的強化の促進に対する協力の

推進を謳っており、本プロジェクトの協力内容と合致する。 

 JICA は 2002-2006 年の 5 年に亘り、フェーズ 1 を実施するとともに、防災フレームワ

ーク作成を支援した。本プロジェクトはフェーズ１で移転した技術をより精度の高い

洪水解析や早期警戒体制構築によりさらに向上させ、その効果的な活用を図るととも

に、新たに 5 カ国でパイロットプロジェクトを行うことにより地域内への普及に貢献

するものであり、協力の妥当性は高い。 

 

(2) 有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から有効性があると予測される。  

 洪水管理能力の向上のためには、洪水解析による精度の高いハザードマップ作成や早

期警戒体制の構築が有効であり、それらを成果とすることで、目標達成の確度は高い。



 フェーズ 1の経験から、CDERA、CIMH 等の職員・研究者は我が国の当分野における技術

協力の仕組み、技術移転の方法を理解しており、パイロット 5 カ国の防災関連機関の

職員を指導する能力を有している。 

 外部条件である「CDERA および各国防災機関に対して予算・人員が適切に配分される」

は、フェーズ 1での実績から見て満たされる可能性は高い。 

 

 

(3) 効率性 

本プロジェクトの効率性は、以下の理由から高いと見込まれる。 

 フェーズ１で移転された基本的な技術が CDERA、CIMH 等の職員・研究者に根付いてい

るため、短期の専門家派遣でもレベルの高い技術を移転することが可能である。例え

ば洪水ハザードマップについては、フェーズ 1 で移転した浸水想定に関する技術に加

えて、国ごと、場所ごとの特性を加味した洪水解析を行うことにより、より一層の精

度向上が図れる。 

 フェーズ 1 で供与された機材を活用して、ハザードマップ作成等を行うため、費用対

効果は高い。 

 フェーズ 1 の経験者の多くは CDERA、CIMH 等に留まっており、今後も高い定着率が期

待できる。 

 

(4) インパクト 

本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。 

 上位目標である「コミュニティにおける洪水対応能力の強化を通じて、CDERA 加盟国に

おける災害被害が軽減される。」に関しては、CDERA、CIMH 等の職員・研究者の能力が

高く、職員の定着率も高いことから、プロジェクト終了後に CDERA のイニシアチブの

下に達成されることが見込まれる。 

 本件において CIMH に水文データベースの構築が実現し、共有化が進むことで、CDERA、

CIMH および各国防災関連機関の情報共有が進み、連携が促進される。 

 

(5) 自立発展性 

以下の観点から、自立発展性は確保されると期待できる。 

 本プロジェクトでは、パイロットサイトにおける CDERA、CIMH 等の職員・研究者およ

びパイロット5カ国の防災関連機関職員の主体的な活動を通じて能力向上を図るため、

プロジェクト終了後も彼らによる活動の継続と他地域への普及が期待できる。 

 フェーズ１の成果が有効であったことから、CDERA やパイロット国では、適切な人員・

予算が配分されており、本プロジェクト終了後にも同様に人員・予算が配分され、洪

水被害を受けているパイロットサイト以外の国・地域へと普及していく可能性は高い。



 ただし、CDERA の予算はそのほとんどをドナーからの資金援助に頼っている。今後にお

いても他ドナーの資金援助が継続することが条件となるものの、その可能性は高い。 

6. 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

途上国では河川周辺の低地など、洪水被害を受ける可能性が高い地域に貧困層が居

住するケースが多い。また、社会情報から孤立する障害者、高齢者や女性も、警報な

どに接する機会を逸する等、災害弱者として被害にあう可能性は高い。プロジェクト

実施に当たっては、このような社会的弱者の意見を取り入れつつ、彼らに対する防災

教育・普及活動や避難訓練への参加促進、誰もが利用できるハザードマップの作成、

誰もが接することのできる警報や情報伝達など、社会的弱者に十分配慮した活動を行

う。 

7. 過去の類似案件からの教訓の活用 

カリブ地域災害管理プロジェクト（フェーズ１）（2002 年-2006 年） 協力総額 4.3 億円 

 本案件では、機材供与のタイミングが遅れたことにより、プロジェクトがやや遅滞し

た。これは、受入国側の通関手続き（免税措置）等が遅れたことに起因する。フェー

ズ２においては、事前に十分な手続き上の準備を行い、こうした事態の発生を防止す

る。 

8. 今後の評価計画 

 終了時評価 2010 年 12 月頃 

 事後評価  協力終了 3年後を目途に実施予定 

 


